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担当部署:　環境部 乙辺浄化センター　
	処分の概要
	浄化槽清掃業の許可

	法令名
根拠条項
	浄化槽法　第35条

	法令番号
	昭和58年法律第43号

	【基準】
　法第36条の規定による。
　(許可の基準)
第36条　市町村長は、前条第1項(※1)の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。
(1)　その事業の用に供する施設及び清掃業許可申請者の能力が環境省令(※2)で定める技術上の基準に適合するものであること。
(2)　清掃業許可申請者が次のいずれにも該当しないこと。
イ　この法律又はこの法律に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から2年を経過しない者
ロ　第41条第2項(※3)の規定により許可を取り消され、その取消しの日から2年を経過しない者
ハ　浄化槽清掃業者で法人であるものが第41条第2項の規定により許可を取り消された場合において、その処分のあつた日前30日以内にその浄化槽清掃業者の役員であつた者でその処分のあつた日から2年を経過しないもの
ニ　第41条第2項の規定により事業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者
ホ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者
ヘ　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条第1項若しくは第6項(※4)の規定、第7条の2第1項(※5)の規定若しくは同法第16条(※6)の規定(一般廃棄物に係るものに限る。)又は同法第7条の3(※7)の規定による命令に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から2年を経過しない者
ト　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条の4の規定により許可を取り消され、その取消しの日から2年を経過しない者
チ　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条第1項又は第6項の許可を受けて一般廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う者(以下「一般廃棄物処理業者」という。)で法人であるものが同法第7条の4(※8)の規定により許可を取り消された場合において、その処分のあつた日前30日以内にその一般廃棄物処理業者の役員であつた者でその処分のあつた日から2年を経過しないもの
リ　浄化槽清掃業に係る営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がイからチまで又はヌのいずれかに該当するもの
ヌ　法人でその役員のうちにイからリまでのいずれかに該当する者があるもの

※1：浄化槽法　第35条第1項
(許可)
第35条　浄化槽清掃業を営もうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する市町村長の許可を受けなければならない。
※2：浄化槽法施行規則　第11条
(浄化槽清掃業の許可の技術上の基準)
第11条　法第36条第1号の規定による技術上の基準は、次のとおりとする。
(1)スカム及び汚泥厚測定器具並びに自吸式ポンプその他の浄化槽内に生じた汚泥、スカム等の引出しに適する器具を有していること。
(2)温度計、透視度計、水素イオン濃度指数測定器具、汚泥沈殿試験器具その他の浄化槽内に生じた汚泥、スカム等の引出し後の槽内の汚泥等の調整に適する器具を有していること。
(3)パイプ及びスロット掃除器具並びにろ床洗浄器具その他の浄化槽内に生じた汚泥、スカム等の引出し後の槽内の汚泥等の調整に伴う単位装置及び附属機器類の洗浄、掃除等に適する器具を有していること。
(4)浄化槽の清掃に関する専門的知識、技能及び2年以上実務に従事した経験を有していること。

※3：浄化槽法　第41条第2項
(指示、許可の取消し、事業の停止等)
第41条
2　市町村長は、浄化槽清掃業者の事業の用に供する施設若しくは浄化槽清掃業者の能力が第36条第1号の基準に適合しなくなったとき、又は浄化槽清掃業者が次の各号の1に該当するときは、その許可を取り消し、又は6月以内の期間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
(1)第12条第2項の命令に違反したとき。
(2)不正の手段により第35条第1項の許可を受けたとき。
(3)第36条第2号イ、ハ又はホからヌまでのいずれかに該当することとなったとき。
(4)第37条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。
(5)前項の指示に従わず、情状特に重いとき。

※4：廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第7条第1項　第6項
(一般廃棄物処理業)
第7条　一般廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域(運搬のみを業として行う場合にあっては、一般廃棄物の積卸しを行う区域に限る。)を管轄する市町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者(自らその一般廃棄物を運搬する場合に限る。)、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。
6　一般廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する市町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者(自らその一般廃棄物を処分する場合に限る。)、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業として行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。

※5：廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第7条の2第1項　
(変更の許可等)
第7条の2　一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者は、その一般廃棄物の収集若しくは運搬又は処分の事業の範囲を変更しようとするときは、市町村長の許可を受けなければならない。ただし、その変更が事業の一部の廃止であるときは、この限りでない。

※6：廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第16条
(投棄禁止)
第16条　何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。
※7：廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第7条の3
(事業の停止)
第7条の3　市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が次の各号のいずれかに該当するときは、期間を定めてその事業の全部又は一部の停止を命ずることができる。
(1)この法律若しくはこの法律に基づく処分に違反する行為(以下「違反行為」という。)をしたとき、又は他人に対して違反行為をすることを要求し、依頼し、若しくは唆し、若しくは他人が違反行為をすることを助けたとき。
(2)その者の事業の用に供する施設又はその者の能力が第7条第5項第3号又は第10項第3号に規定する基準に適合しなくなったとき。
(3)第7条第11項の規定により当該許可に付した条件に違反したとき。

※8：廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第7条の4
(許可の取消し)
第7条の4　市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消さなければならない。
(1)第7条第5項第4号ロ若しくはハ(第25条から第27条まで若しくは第32条第1項(第25条から第27条までの規定に係る部分に限る。)の規定により、又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処せられたことによる場合に限る。)又は同号トに該当するに至つたとき。
(2)第7条第5項第4号チからヌまで(同号ロ若しくはハ(第25条から第27条までの規定により、又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処せられたことによる場合に限る。)又は同号トに係るものに限る。)のいずれかに該当するに至つたとき。
(3)第7条第5項第4号チからヌまで(同号ニに係るものに限る。)のいずれかに該当するに至つたとき。
(4)第7条第5項第4号イからヘまで又はチからヌまでのいずれかに該当するに至つたとき(前3号に該当する場合を除く。)。
(5)前条第1号に該当し情状が特に重いとき、又は同条の規定による処分に違反したとき。
(6)不正の手段により第7条第1項若しくは第6項の許可(同条第2項又は第7項の許可の更新を含む。)又は第7条の2第1項の変更の許可を受けたとき。
2　市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が前条第2号又は第3号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消すことができる。

	標準処理期間
	60日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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